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540 早稲田商学第 431 号
効果の強い法律による規律を設け，株主の意思確認を求めるべきとの考え方を
表明している42。実効性の確保の観点からも，C案を採用したうえで，問題の























































































































会社法の不備を補ってきた東証規則等の soft law のうち立法化（hard law 化）
したものはその役目を終えることになるのかもしれない。それでも，上場会社
に限られるとはいえ，金融商品取引所の上場会社に対する監督の一環として，
会社法ルールの内容を上場規則等においても取り入れれば，それが会社法上の
規律のエンフォースにも貢献することになるであろう48。また，金商法の規律
を参考にすると，中間試案第１部の第３・１（1）A案や，第３・１（2）の提案
内容は前述のようになお検討すべき問題が残されており，会社法改正に係る今
後の議論においては，これらの点も十分考慮されることが求められる。
─────────────────
48　ただ，その場合の金融商品取引所の対応として，上場廃止という制裁を科し，これによる禁止効
果を期待することの当否は，一つの問題であり，無実の株主に却って不利益を被らせることがない
よう，エンフォースの方法の検討については注意が必要である。大杉・前掲（注47）88頁参照。
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